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Ⅰ 事業の概要 

平成２６年６月に商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律(平成５年法律第５

１号。以下「小規模支援法」という。)の一部が改正された。本改正により、小規模事業者の事業の持続

的発展を支援するため、商工会及び商工会議所が、小規模事業者による事業計画の作成、およびその着

実な実施を支援することや、地域活性化にもつながる展示会の開催等の面的な取組を促進するため、商

工会、および商工会議所が作成する支援計画のうち、小規模事業者の技術の向上、新たな事業の分野の

開拓その他の小規模事業者の経営の発達に特に資するものについての計画を、経済産業大臣が認定する

仕組みが導入された（中小企業庁ホームページより引用）。 

上述より、商工会及び商工会議所は小規模支援法に基づく経営発達支援計画を作成し、小規模事業者

に対し有効な支援策を実施するため、伴走型小規模事業者支援推進事業を実施する必要がある。具体的

には【地域の経済動向調査に関すること】、【需要動向調査に関すること】、【経営状況の分析に関するこ

と】、【事業計画策定支援に関すること】、【事業計画策定後の実施支援に関すること】、および【新たな需

要の開拓に寄与する事業に関すること】の事業を実施するものである。  

袋井商工会議所では、平成２７年１２月、経済産業大臣による経営発達支援計画の認定を受け、この

計画に基づいた地域の小規模事業者の事業の持続的発展を支援するため、管轄市町村内の企業の実態を

しっかり把握し、個々の企業の業績向上につながる支援を行うことが求められている。 

 そこで、袋井商工会議所では伴走型小規模事業者支援推進事業の指針にある【地域の経済動向調査に

関すること】の事業をおこない、地域内における景況調査、および各調査結果の分析をする。それによ

り、小規模事業者に対し地域の景況データの提供を行い、商工会議所職員が勘や経験に依らない支援を

実施するものである。 

 なお、小規模事業者とは、製造業その他においては従業員２０人以下、商業・サービス業においては

従業員５人以下の事業者を指す。 

 

Ⅱ 調査の目的 

 袋井市の地域経済を支える小規模事業者は、需要の低下、売上げの減少、経営者の高齢化による事業

承継等の問題に直面し、経営を持続的に行うための支援や施策が必要となっている。 

 そこで、伴走型小規模事業者支援推進事業として、同市内の小規模事業者に四半期ごとに景況感や経

営上の課題に関するアンケート調査を行って情報収集を行い、各事業者の現状を把握することで、これ

らの情報を用い、より効果的な経営支援策の立案に役立てようとするものである。 

 また、この度の調査においては、各指標の景況感に加え、販路の拡大方法を主題としている。小規模

事業者の主要な経営課題である販路拡大において、効果的な支援策を講じるための資料とすることを目

的とする。 

 

Ⅲ 調査の実施時期 

平成２８年１２月～同２９年１月。 

 

Ⅳ 調査対象者 

 袋井市内所在の事業者６００社。 

 

Ⅴ 調査内容 

実施アンケート票（２２ページ）のとおり。 

 

Ⅵ 調査方法 

各事業所宛てに調査内容記載のアンケート用紙を郵送し、各事業所よりＦＡＸにて回収を行った。 
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Ⅶ 調査結果 

 アンケートを回収した事業者数は、１１５事業者であった。 

 なお、以下の調査分析の集計母数が１１５と異なるものがあるのは、未記入、または未選択の調査票

があるためである。 

 

１．調査業種（事業調査アンケート票 貴社（事業所）の概要についてご記入くださいより） 

図表１ 業種の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１１３件。業種の多い順に、「建設業」が３３件（２９．２％）、「サービス業その他」が

２５件（２２．１％）、「小売業」が２０件（１７．７％）と続く。 

 

２．従業員数（専従者、および常用パート・アルバイトを含む）（事業調査アンケート票 貴社（事業所）

の概要についてご記入くださいより） 

次に、図表２ 従業員数の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１１４件。従業員数の多い順に、「２～５人」が４２件（３６．８％）、「０～１人」が３

５件（３０.７％）、「６～１０人」が２１件（１８．４％）と続く。 
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15.サービス業その他
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図表１ 業種（件）
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図表２ 従業員数（件）
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３．営業環境等の見通しについて（事業調査アンケート票 問１より） 

（１）売上高 

 次に、図表３ 売上高の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１１２件。「増加・上昇」が１０件（８．９％）、「横ばい」が６７件（５９．８％）、「減

少・下降」が３５件（３１．３％）であった。 

 

（２）販売数量 

 次に、図表４ 販売数量の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１０２件。「増加・上昇」が１０件（９．８％）、「横ばい」が５８件（５６．９％）、

「減少・下降」が３４件（３３．３％）であった。 
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図表３ 売上高（件）
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図表４ 販売数量（件）
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（３）販売単価 

 次に、図表５ 販売単価の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１０１件。「増加・上昇」が５件（５．０％）、「横ばい」が７２件（７１．３％）、「減少・

下降」が２４件（２３．８％）であった。 

 

（４）設備投資 

 次に、図表６ 設備投資の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は９６件。「増加・上昇」が１１件（１１．５％）、「横ばい」が６２件（６４．６％）、「減

少・下降」が２３件（２４．０％）であった。 
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図表５ 販売単価（件）
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図表６ 設備投資（件）
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（５）金融機関借入 

次に、図表７ 金融機関借入の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は９２件。「増加・上昇」が１０件（１０．９％）、「横ばい」が５９件（６４．１％）、「減

少・下降」が２３件（２５．０％）であった。 

 

（６）経常利益 

次に、図表８ 経常利益の件数（件）を示す。 

 

・有効回答数は１０５件。「増加・上昇」が９件（８．６％）、「横ばい」が６３件（６０．０％）、「減少・

下降」が３３件（３１．４％）であった。 
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図表７ 金融機関借入（件）
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４．経営上の問題点について（事業調査アンケート票 問２より） 

 次に、図表９ 経営上の問題点の件数（件）を示す。 

 

・総回答数は２７７件。問題点は多い順に、「売上（受注）不振」が４９件（１７．７％）、「顧客・消費

者ニーズの変化」が３４件（１２．３％）、「労働力不足」が３３件（１１．９％）であった。 
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4.人件費の上昇

5.製品（商品）在庫の増大

6.労働力不足

7.諸経費（物流、物件費等）の上昇

8.資金不足・調達難

9.金利負担の増大

10.生産（受注）能力の低下・不足

11.設備過剰

12.労働力過剰

13.立地条件の悪化・環境問題

14.顧客・消費者ニーズの変化

15.技術力不足

16.為替レートの変動

17.後継者問題

18.その他

図表９ 経営上の問題点（件）
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５．販路の拡大について（事業調査アンケート票 問３より） 

（１）新規の販売先・顧客を開拓するために行った取り組みについて（事業調査アンケート票 問３（１）

より） 

 次に、図表１０ 取り組みの件数（件）を示す。 

 

・総回答数は１７６件。取り組みは多い順に、「行っていない」が３５件（１９．９％）、「自社ホームペ

ージの活用・充実」が３１件（１７．６％）、「友人・知人に紹介を依頼」が２６件（１４．８％）であ

った。 

 

（２）販路の拡大にあたっての問題点について（事業調査アンケート票 問３（２）より） 

次に、図表１１ 問題点の件数（件）を示す。 

 

・総回答数は２０５件。問題点は多い順に、「新規顧客へのアプローチ方法」が４０件（１９．５％）、

「情報収集」が２７件（１３．２％）、「人材の育成・新たな技術・商品の開発」と「商品の魅力向上」

が共に２３件（１１．２％）であった。 
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5.自社ホームページの活用・充実

6.SNS等の活用

7.DMの送付

8.チラシの配布

9.展示会への参加

10.行っていない

11.その他

図表１０ 取り組み（件）
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4.商品・製品のPR方法
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6.資金調達

7.生産体制

8.情報収集

9.専門知識の不足

10.問題はない

11.その他

図表１１ 問題点（件）
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（３）販路の拡大にあたって相談する相手について（事業調査アンケート票 問３（３）より） 

次に、図表１２ 相談相手の件数（件）を示す。 

 

・総回答数は２０６件。相談相手は多い順に、「他の経営者」が４１件（１９．９％）、「取引先」が３７

件（１８．０％）、「税理士」が３１件（１５．０％）であった。 

 

（４）販路の拡大にあたって連携する相手について（事業調査アンケート票 問３（４）より） 

 次に、図表１３ 連携相手についての件数（件）を示す。 

 

・総回答数は１３３件。連携相手は多い順に、「取引先」が４５件（３３．８％）、「同業他社」が３４件

（２５．６％）、「連携しない」が２５件（１８．８％）であった。 
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1.誰にも相談していない
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5.他の経営者
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7.コンサルタントなど専門家

8.商工会議所

9.その他

図表１２ 相談相手（件）
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4.大学・研究機関
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6.その他

図表１３ 連携相手（件）
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（５）販路の拡大について商工会議所からの支援について（事業調査アンケート票 問３（５）より） 

 次に、図表１４ 支援についての件数（件）を示す。 

  

・有効回答数は９８件。「支援を受けたい」が１１件（１１．２％）、「支援内容によっては受けたい」

が６１件（６２．２％）、「支援を受けなくはない」が２６件（２６．５％）であった。 

 

（６）支援内容の希望について（事業調査アンケート票 問３（６）より） 

次に、アンケート表に記載のあった内容を示す。 

 

 

業界の情報入手 

現時点では必要ありませんがまたご相談させていただきます。 

商工会員の取引先紹介の斡旋 

収入は少ないけど居間の状態でのんびり常連さんと密な付き合いがよいのか、もう少しお客さ

んが多いほうがよいのか 

取引の拡大 

6次産業に向けた取組、助成金等の支援 

顧客の紹介 

薬局といった特殊な事業だけに難しい面があり個人で対処してきてきた 

空家管理事業、風力発電事業の展開、発電と農地（耕作放棄地）の関連法的課題について 

バックアップ 

販売接点の構築に難しさを感じています。マンパワー不足もありますが。 

輸出に対する事務手続き等の支援 

イベントなどを通して宣伝ができたらいいです 

新規販売先の紹介 

支援を受けても対応能力がない。特異な分野である 
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17
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1.支援を受けたい

2.支援内容によっては受けたい

3.支援を受けたくはない

未記入

図表１４ 支援（件）



11 

６．商工会議所への要望等について（事業調査アンケート票 問４より） 

次にアンケート表に記載のあった内容を示す。 

 

図表１５ 商工会議所へのご要望等 

資金の方法 

製造・販売を行っている会社ですがマンパワー不足（労働力不足）で生産活動も充分とはいか

ず、協力工場（外注）依存度が高くならざるを得ない状態ですがなかなか協力工場（外注）も

見つからない状態です。 

もし協力していただける会社がありましたらと思っています。ちなみに木工業です 

よくわかりません。今は少々野菜作りをして提供したり、アクセサリーの勉強をしたり製作し

たりコーヒーを出したり、ランチを提供したりいそがしいです 

利用できそうな補助金の情報がいち早くほしい 

いつも大変お世話になっております。今後も情報等教えてください 

いつもお世話になります 

いつもありがとうございます！ 
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Ⅷ 調査の分析 

１．景況状況について 

（１）分析の目的 

 調査の分析においては、直近（平成 28年 10～12月期）と比べた今後（平成 29年 1～3月期）の見通

しについてを分析する。分析方法は、過去のアンケート調査結果と比較する方法を取る。 

 

［分析対象］ 

今回（第３回）調査 ：直近（平成 28年 10～12月期）と比べた今後（平成 29年 1～3月期）の 

見通しについて 

［比較対象］ 

 前々回（第１回）調査：直近（平成 28年 4～6月期）と比べた今後（平成 28年 7～9月期）の 

見通しについて 

 前回（第２回）調査： 直近（平成 28年 7～9月期）と比べた今後（平成 28年 10～12月期）の 

見通しについて 

 

比較においてはＤＩを使用する。ＤＩとは、ディフュージョン・インデックス（Diffusion Index） の

略であり、各調査項目についての増加（増加・上昇）割合から減少（減少・下降）割合を差引いた値（景

気動向指数）である。 

 

（２）ＤＩ（第３回調査） 

図表１６ ＤＩ（第３回調査）を示す。 

 

図表１６ ＤＩ（第３回調査） 

項目 増加・上昇 横ばい 減少・下降 ＤＩ 

売上高 ８．９％ ５９．８％ ３１．３％ △２２．３ 

販売数量 ９．８％ ５６．９％ ３３．３％ △２３．５ 

販売単価 ５．０％ ７１．３％ ２３．８％ △１８．８ 

設備投資 １１．５％ ６４．６％ ２４．０％ △１２．５ 

金融機関借入 １０．９％ ６４．１％ ２５．０％ △１４．１ 

経常利益 ８．６％ ６０．０％ ３１．４％ △２２．９ 

 

  すべての項目においてＤＩ値がマイナスとなっていることから、「下降・減少」と答えた事業者が多

いことがわかる。今後の見通しが厳しいものになると事業者の多くが感じている。 

  個別の項目をみると、売上高ＤＩ、販売数量ＤＩ、販売単価ＤＩ、経常利益ＤＩが特に悪い数値と

なっている。販売数量の減少や販売単価の悪化から、売上げが減少することが見込まれており、その

結果、経常利益に影響がでることが読み取れる。売上げの拡大、もしくは生産性の向上による利益の

確保が必要であるという状況となっている。 

   

次項以降からは、各項目について業種ごとに第１回調査・第２回調査の結果と比較・傾向を分析す

る。 
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（３）項目ごとのＤＩ推移（業種別） 

①売上高 

 図表１７ 売上高ＤＩ推移を示す。 

 

 

  

 業種ごとに比較すると、製造業が一貫してもっともＤＩ値が良く、卸売業・小売業が一貫して悪い。

特に、今回調査の卸売業・小売業のＤＩ値は△４４．０と非常に悪い数値であり、景況状況が良くな

いことが読み取れる。 

 

②販売数量 

 図表１８ 販売数量ＤＩ推移を示す。 

 

 

  

 売上高ＤＩと同様に、製造業が良い数値、卸売業・小売業が悪い数値である。飲食業・サービス業が

第２回の際に大きく良い数値となるのは、年末商戦などにより販売数量が増加するためであると考え

られる。今後、製造業や建設業・運輸業、卸売業・小売業において販売数量が伸びる見込みといえる。 

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

第１回 第２回 第３回（今回）

図表１７ 売上高ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業
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-10%
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10%

第１回 第２回 第３回（今回）

図表１８ 販売数量ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業



14 

③販売単価 

 図表１９ 販売単価ＤＩ推移を示す。 

 

 

 

 多くの業種で、第２回調査（直近（平成 28年 7～9月期）と比べた今後（平成 28年 10～12月期）の 

見通し）時点で販売単価が上がる傾向にある。特に飲食業・サービス業でその傾向が顕著である。一

方、卸売業・小売業は年末の販売時に販売単価が下がるという傾向にあることが読み取れる。 

 

④設備投資 

 図表２０ 設備投資ＤＩ推移を示す。 

 

 

   

 全体的に右肩上がりのグラフとなっており、設備投資に意欲的な事業者が増加していることが読み取

れる。 
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-30%

-20%

-10%

0%

第１回 第２回 第３回（今回）

図表１９ 販売単価ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業

-60%

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

第１回 第２回 第３回（今回）

図表２０ 設備投資ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業
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⑤金融機関借入 

 図表２１ 金融機関借入ＤＩ推移を示す。 

 

 

  

 第１回、第２回調査時点では、各業種同程度の数値であったが、第３回調査時点では業種ごとの特色

が現れている。飲食業・サービス業で金融機関借入金が増加すると回答した事業者が多いのに対し、

卸売業・小売業では減少する見込みとしている。 

 

⑥経常利益 

 図表２２ 経常利益ＤＩ推移を示す。 

 

 

   

 売上高ＤＩのグラフと同様に、製造業→飲食・サービス業→建設業・運輸業→卸売業・小売業の順に

良い数値となっている。経常利益は売上げに依存していることがわかる。 
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第１回 第２回 第３回（今回）

図表２１ 金融機関借入ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

第１回 第２回 第３回（今回）

図表２２ 経常利益ＤＩ推移

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業



16 

２．売上増加事業者の取り組み 

最後に、売上増加事業者（※）がどのようにして売上げを伸ばしているのか、その取組状況を確認す

る。 

※売上増加事業者 

本アンケートで「今後、売上高が増加する見通し」と回答した事業所（ｎ＝１０） 

 

（１）新規の取引先・顧客を開拓するために行った取り組みについて 

 図表２３ 新規の取引先・顧客を開拓するために行った取り組み（売上増加事業者）を示す。 

 

 

 

「行っていない」という回答に着目すると、売上増加事業者は５．６％、全体は１９．９％と大きな

差が出ており、売上増加事業者は少なくとも何かしらの取り組みを行っていることが読み取れる。 

 

具体的な取り組みとしては、「フリーペーパーへの掲載」「友人・知人に紹介を依頼」「取引先に紹介を

依頼」「ＳＮＳ等の活用」「ＤＭの送付」「チラシの配布」「展示会への参加」が全体に比べて高い比率

となっている。このなかで、「取引先に紹介を依頼」とする回答が売上増加事業者のなかでは最大回答

であり、この取り組みが新規の取引先・顧客を開拓するためには有効ではないかと推測できる。 

 

0.0%

5.6%

16.7%

22.2%

16.7%

5.6%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

0.0%

1.1%

2.3%

14.8%

12.5%

17.6%

4.0%

10.8%

8.5%

4.5%

19.9%

4.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1.業界向け情報誌に掲載

2.フリーペーパーへの掲載

3.友人・知人に紹介を依頼

4.取引先に紹介を依頼

5.自社ホームページの活用・充実

6.SNS等の活用

7.DMの送付

8.チラシの配布

9.展示会への参加

10.行っていない

11.その他

図表２３ 新規の取引先・顧客を開拓するために行った取り組み

（売上増加事業者）

売上増加事業者

全体
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（２）販路の拡大にあたって相談する相手 

 図表２４ 販路の拡大にあたって相談する相手（売上増加事業者）を示す。 

 

 

 

「誰にも相談していない」に着目すると、売上増加事業者が１３．６％、全体が８．７％となってお

り、売上増加事業者の方が高い比率である。当然ではあるが、他者に相談すれば売上げがあがるわけ

ではないことが読み取れる。 

 

具体的な相談先としては、「取引先」が２７．３％ともっとも高い比率を占める。前頁の『図表２３ 

新規の取引先・顧客を開拓するために行った取り組み（売上増加事業者）』同様に、売上増加事業者は

取引先を上手に活用していると考えられる。 

 

また、もうひとつの特徴として、売上増加事業者は「コンサルタントなど専門家」などの外部専門家

を活用している割合が高いことがあげられる。「商工会議所」においても９．１％と全体と比べ高い数

値を示しており、今後相談相手として連携できる余地がまだあることが想定される。 

  

13.6%

0.0%

9.1%

27.3%

13.6%

13.6%

13.6%

9.1%

0.0%

8.7%

8.7%

11.7%

18.0%

19.9%

15.0%

7.8%

7.3%

2.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.誰にも相談していない

2.家族や親類

3.友人・知人

4.取引先

5.他の経営者

6.税理士

7.コンサルタントなど専門家

8.商工会議所

9.その他

図表２４ 販路の拡大にあたって相談する相手

（売上増加事業者）

売上増加事業者

全体
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（３）販路の拡大にあたって連携する相手 

 図表２５ 販路の拡大にあたって連携する相手（売上増加事業者）を示す。 

 

 

 

「連携しない」に着目すると、全体では１８．８％ある回答が、売上増加事業者はゼロとなってい

る。中小企業、とりわけ小規模事業者は、経営資源に限りがあるため、自社に不足する経営資源を

補えるような事業者、各種機関、および各種団体等と連携を図りながら販路の拡大を図ることが有

効であると読み取れる。 

 

具体的な連携先としては、こちらの分析でも「取引先」がもっとも高い比率を占める。 

 

また、売上増加事業者は「大学・研究機関」や「商工会議所」などとも連携する割合が高い。自社

で保有していないノウハウ等を、そのノウハウを保有している外部機関と連携しながら補完してい

く姿がみえる。 

  

0.0%

18.8%

43.8%

18.8%

18.8%

0.0%

18.8%

25.6%

33.8%

3.8%

9.0%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.連携しない

2.同業他社

3.取引先

4.大学・研究機関

5.商工会議所

6.その他

図表２５ 販路の拡大にあたって連携する相手

（売上増加事業者）

売上増加事業者

全体
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Ⅸ 総括 

 

 最後に、小規模事業者の経営状況について総括を行う。 

 今回調査の売上高ＤＩをみると△２２．３となっている。これは、直近（平成 28年 10～12月期）と

比べた今後（平成 29年 1～3月期）の見通しにおいて、売上げが減少する見込みとする事業者が多いこ

とを示す。 

 

図表１６ ＤＩ（第３回調査）（一部再掲） 

項目 増加・上昇 横ばい 減少・下降 ＤＩ 

売上高 ８．９％ ５９．８％ ３１．３％ △２２．３ 

 

 この売上高ＤＩがマイナス値である状況が一時的であれば問題はない。しかし、下図のとおり第１回

調査時点、第２回調査時点とすべての業種においてマイナス値が続いている。 

 

 

  

 

 この状況は今後、良くなるであろうか。この命題に答えるため、小規模事業者にとって主要顧客にな

るであろう地元住民の推移＝袋井市の人口の推移（図表２６）をみてみる。 

袋井市の人口は、年々増加してきた。しかし、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によれ

ば、2020年前後にこの増加傾向が反転し、減少傾向に転じることが予想されている。 

 つまり、市場マーケットの自然増は見込むことができず、何も対策を打たなければ、現状よりも良い

経営環境になるとはいえないことがわかる。 
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第１回 第２回 第３回（今回）

図表１７ 売上高ＤＩ推移（再掲）

全体 製造業 建設業・運輸業 卸売業・小売業 飲食業・サービス業
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出典：Resas（人口マップ→人口構成→人口推移） 

 

図表２６ 袋井市の人口推移 

 

 

このような厳しい経営環境のなかで今まで同様の顧客ターゲットを対象にビジネスを行っていれば

売上高は徐々に減少していくことが想定される。つまり、ビジネスモデルの再構築など、新たな一手を

積極的に検討する必要があるといえる。 

 本アンケートでは、『販路の拡大』をテーマとしており、このような経営状況のなかでどのような方法

を取れば売上げが増加するのかを分析した。 

 最後に分析結果を簡単にまとめておきたい。 

 

■取引先を最大限活用する 

売上増加事業者のアンケート回答内容を分析したところ、『新規の取引先・顧客を開拓するために行っ

た取り組み』『販路の拡大にあたって相談する相手』『販路の拡大にあたって連携する相手』のすべてに

おいて、取引先を活用していることがわかる。 

販路拡大にあたり、さまざまな取り組みが考えられるが、まずは既存の取引先に相談してみることから

始めるのが有効であると考えられる。 

 

■「リアル」と「バーチャル」の活用 

売上増加事業者は、『新規の取引先・顧客を開拓するために行った取り組み』において、「取引先に紹介

を依頼」、「友人・知人に紹介を依頼」、および「自社ホームページの活用・充実」を活用している。 

人脈を活かす「リアル」とＩＴ技術を活かした「バーチャル」の双方が有効であると言え、そのどちら

も組み合わせていくことが肝要であろう。 
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■販路拡大について相談する相手は「家族」ではない 

事業を行っていると、さまざまなことを「家族」に相談することが多いであろう。しかし、販路拡大に

関しては相談相手として相応しくないかもしれない。売上増加事業者に『販路の拡大にあたって相談す

る相手』を尋ねたところ、「家族や親族」と回答する事業者はゼロであった。一方、「コンサルタントな

ど専門家」といった外部の専門家に相談する割合が相対的に高い比率を占めた。“餅は餅屋”である。販

路拡大のためには、外部の専門家などの活用も検討してみる余地はある。 

 

■商工会議所の支援強化 

販路の拡大について、「支援を受けたい」、および「支援内容によっては受けたい」との回答が全体のう

ち７３．５％を占めた。販路の拡大についての支援内容を充実させ、小規模事業者に周知していくこと

で、支援を一層強化していく。 
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Ⅹ 実施アンケート票 

  平成 28 年度 第 3回事業調査アンケート票 

平成 28年 12月 

袋井商工会議所 

貴社（事業所）の概要についてご記入ください 

会社名 

（事業所名） 

 

ご記入者名 
 役職 

（任意） 

 

業種 

該当する番号 1

つに○を付けて

ください。 

製造業 非製造業 

 1．食料品     2．印刷・同関連 

 3．化学・ゴム製品 4．鉄鋼・非鉄金属 

 5．金属製品    6．一般機械器具 

7．電気機械器具  8．輸送用機械器具 

 9．建設業    10．運輸業 

 11．卸売業    12．小売業 

 13．情報通信業 14．飲食業 

 15．サービス業その他 

 （             ） 

従業員数 

該当する番号 1

つに○を付けて

ください。 

 1．0～1人      2．2～5人      3．6～10人  

 4．10～15人     5．16～20人     6．20人以上 

※専従者、および常用パート・アルバイトを含みます。 

 

問１ 貴社の経営環境等の見通しについて、該当する番号を 1つ選んで○を付けてください。 

直近（平成 28 年 10～12 月期）と比べた貴社につい

ての今後の見通し 
増加・上昇 横ばい 減少・下降 

平成 29年 1～3月期の 

売上高 1 2 3 

販売数量 1 2 3 

販売単価 1 2 3 

設備投資 1 2 3 

金融機関借入 1 2 3 

経常利益 1 2 3 

 

問 2 貴社の現在の経営上の問題点について、該当する番号のすべてを選んで○を付けてください。 

 1．売上（受注）不振     2．販売（出荷）価格の低迷 

 3．原材料（仕入）価格の上昇    4．人件費の上昇 

 5．製品（商品）在庫の増大    6．労働力不足 

 7．諸経費（物流、物件費等）の上昇   8．資金不足・資金の調達難 

 9．金利負担の増大     10．生産（受注）能力の低下・不足 

 11．設備過剰      12．労働力過剰 

 13．立地条件の悪化・環境問題    14．顧客・消費者ニーズの変化 

 15．技術力不足     16．為替レートの変動 

 17．後継者問題     18．その他（           ） 
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問 3 販路の拡大について、教えてください。 

（1）新規の販売先・顧客を開拓するために行った取り組みについて、該当する番号のすべてを選んで

○を付けてください。 

 1．業界向け情報誌に掲載  2．フリーペーパーへの掲載 

3．友人・知人に紹介を依頼  4．取引先に紹介を依頼   

5．自社ホームページの活用・充実 6．ＳＮＳ等の活用  7．ＤＭの送付 

8．チラシの配布   9．展示会への参加  10．行っていない 

11．その他（                                      ） 

 

（2）販路の拡大にあたっての問題点について、該当する番号のすべてを選んで○を付けてください。 

 1．人材の育成新たな技術・商品の開発 2．新規顧客へのアプローチ方法 

3．販売先市場の選定   4．商品・製品のＰＲ方法  5．商品の魅力向上 

6．資金調達    7．生産体制   8．情報収集 

9．専門知識の不足   10．問題はない 

11.その他（                                       ） 

 

（3）販路の拡大にあたって相談する相手について、該当する番号のすべてを選んで○を付けてくださ

い。1．誰にも相談していない  2．家族や親類   3．友人・知人 

 4．取引先    5．他の経営者   6．税理士 

7．コンサルタントなど専門家  8．商工会議所 

9．その他（                                        ） 

 

（4）販路の拡大にあたって連携する相手について、該当する番号のすべてを選んで○を付けてくださ

い。 

 1．連携しない    2．同業他社   3．取引先 

4．大学・研究機関   5．商工会議所 

6．その他（                                        ） 

 

（5）販路の拡大について商工会議所からの支援について、該当する番号を 1 つ選んで○を付けてくだ

さい。 

 1．支援を受けたい    2．支援内容によっては受けたい  3．支援を受けたくはない 

 

（6）問 3（5）で 1.もしくは 2．に○を付けた方にお伺いします。支援内容にご希望があればご記入く

ださい。 

（                                           ） 

 

問 4．その他、商工会議所にご要望等があればご自由にご記入ください（下の枠外に書かれても構いま

せん）。 

 （                                      ） 

 

ご協力ありがとうございました。 

 


